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　皆さまにおかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。平素より青梅信用金庫に対し
格別のご愛顧を賜り、誠にありがとうございます。
　創立101年目という新たなスタートに立った2022年度、当金庫にとって初めて東京23区内への
出店となる阿佐ヶ谷支店をオープンいたしました。地域金融機関として、中小企業の成長・発展と
皆さま方の豊かなくらしの実現に貢献することを使命に活動してまいります。

　本年も、当金庫へのご理解を一層深めていただくために、「2023 Disclosure」を作成いたしました。
当金庫の経営方針や業績、地域社会貢献活動への取り組みにつきましてご報告いたしますので、
ご高覧賜りますようお願い申し上げます。

　2022年度の日本経済は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響に加え、ウクライナ情勢や
円安によるエネルギー・原材料価格の高騰など、依然として不安定な経済環境となりました。金融
業界につきましては、海外で加速する金利の上昇や為替変動への対応など難しい舵取りを迫られる
なか、地域金融機関においては、物価高騰や人材不足などの影響を受ける中小企業への経営支援に
努めてまいりました。

　このような経済環境のもと、当金庫では、お取引先企業への資金繰り支援を最優先課題として
取り組んできた結果、貸出金残高は5,214億円（前年度比83億円増加）となりました。預金積金残高
は、コロナ禍での自粛ムードや物価高騰により消費支出が控えられたことで8,990億円（前年度比
91億円増加）となりました。また、当期純利益31億円を計上し、自己資本比率は11.63％と引き続き
国内基準を適用する金融機関に求められている4％を大きく上回る水準を維持しております。これも
ひとえに皆さま方の温かいご支援の賜物であり、役職員一同心より感謝申し上げます。

　2023年度は、中期経営計画の最終年度として、これまで以上に地域やお客さまとの絆を深めると
ともに“のめっこい信用金庫”として「地域の成長 輝く未来」に向けて全役職員一丸となり取り
組んでまいります。
　今後とも変わらぬご支援・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2023年7月　

沿　　革

　【大正】（1912年7月30日～1926年12月25日）

1922年 3月 6日 有限責任青梅町信用組合設立
   初代組合長に平岡久左衞門（先代）就任

　【昭和】（1926年12月25日～1989年1月7日）

1934年 3月 6日 産業組合法の改正により保証責任青梅町信用
組合に改組

1939年 1月 2日 二代目組合長に新井亦五郎就任
1946年 12月 18日 三代目組合長に平岡久左衞門就任
1948年 12月 28日 消費生活協同組合法に基づき青梅町信用組合

に改組
1950年 4月 1日 中小企業等協同組合法に基づく信用組合に

改組
1951年 10月 20日 信用金庫法施行により青梅信用金庫に改組
1954年 11月 6日 内国為替の業務取り扱い開始
1956年 3月 31日 預金積金残高10億円達成
1964年 8月 29日 預金積金残高100億円達成
1967年 6月 15日 日本銀行と当座取引開始
1968年 7月 12日 日本銀行歳入代理店の事務取り扱い開始
1971年 1月 12日 四代目理事長に小澤英助就任
1972年 3月 7日 創立50周年記念式典挙行
 12月 13日 預金積金残高500億円達成
1976年 7月 3日 預金積金残高1,000億円達成
1977年 3月 6日 本店地下金庫室にタイムカプセルを格納封印
   （あおしん創立100周年に開封）
 10月 1日 自営オンライン開始
1978年 3月 29日 貸出金残高1,000億円達成
1980年 5月 26日 五代目理事長に齋藤文夫就任
1981年 2月 9日 本支店、為替オンライン稼動、ATMサービス

開始
 3月 31日 預金積金残高2,000億円達成
1983年 6月 1日 国債窓口販売業務の取り扱い開始
1984年 10月 15日 東京手形交換所に直接加盟
1986年 9月 29日 預金積金残高3,000億円達成
1988年 12月 10日 貸出金残高3,000億円達成
 12月 29日 預金積金残高4,000億円達成

　【平成】（1989年1月8日～2019年4月30日）

1989年 5月 26日 初代会長に齋藤文夫就任、六代目理事長に
武末祐吉就任

1990年 12月 31日 預金積金残高5,000億円達成
1991年 4月 1日 理念体系を制定
1992年 3月 6日 創立70周年記念式典挙行
   あおしん地域文化振興基金助成金の贈呈を開始
 4月 1日 CI導入による新デザインを展開
1995年 5月 29日 ファームバンキング取り扱い開始
1997年 10月 4日 土・日のATM入金及び現金振込予約の取り

扱い開始
 10月 10日 ATMの祝日稼動を開始

1998年 3月 9日 あおしんホームページを開設
 6月 19日 七代目理事長に大杉俊夫就任
 12月 1日 証券投資信託窓口販売業務取り扱い開始
2000年 3月 6日 デビットカード取り扱い開始
 6月 27日 預金積金残高6,000億円達成
2001年 4月 1日 損害保険窓口販売業務取り扱い開始
 11月 1日 M＆A仲介業務取り扱い開始
2002年 2月 1日 確定拠出年金業務取り扱い開始
 10月 1日 個人年金保険窓口販売業務取り扱い開始
2004年 5月 6日 八代目理事長に森田昇就任
   勘定系システムをしんきん共同センターにシス

テム移行
2005年 1月 4日 インターネットバンキング取り扱い開始
 8月 31日 「地域密着型金融推進計画」を策定・公表
2007年 7月 21日 「美しい多摩川フォーラム」設立総会開催
2008年 7月 1日 医療保険・がん保険・一時払終身保険窓口販売

業務取り扱い開始
2012年 4月 13日 預金積金残高7,000億円達成
 １２月 ２１日 「経営革新等支援機関」に認定
2013年 2月 18日 でんさいネット業務の受託を開始
2015年 6月 22日 二代目会長に森田昇就任、九代目理事長に

平岡治房就任
２０１６年 ４月 ６日 「おうめ創業支援センター」を開設
 10月 3日 小金井支店を小平支店内にオープン
 １１月 １６日 青梅市と「見守り支援ネットワーク事業に関する

協定」を締結
2017年 3月 9日 青梅市と包括連携協定を締結
 5月 22日 警視庁第九方面管轄警察署と特殊詐欺対策に

関する覚書を締結
 ７月 ２４日 入間支店を新築オープン
2018年 3月 26日 小金井支店を新築移転オープン
 10月 29日 昭島支店を新築移転オープン
 １１月 １２日 Hi-Co（高抗磁力）通帳の取り扱い開始
2019年 4月 16日 藍澤證券株式会社（現・アイザワ証券株式会社）

と包括的業務提携を締結

　【令和】（2019年5月1日～）

2019年 5月 20日 狭山支店を新築移転オープン
 12月 5日 福生支店を新築オープン
 12月 9日 通帳アプリ「しんきん通帳」取り扱い開始
2020年 4月 30日 預金積金残高8,000億円達成
 5月 22日 手形交換業務35年度連続無事故表彰
 9月 29日 貸出金残高5,000億円達成
 12月 10日 「あおしんビジネスマッチング応援サイト」開設
２０２１年 ３月 ２６日 東久留米支店を増築オープン
 4月 5日 「あおしんのSDGsへの取り組み」を公表
2022年 3月 6日 創立100周年記念式典挙行
 10月 31日 預金積金残高9,000億円達成
 11月 24日 阿佐ヶ谷支店をオープン
2023年 1月 16日 「あおしん“TASUKI”寄附金」を創設
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単体（信用金庫法施行規則第132条等における規定）

連結（信用金庫法施行規則第133条等における規定）

信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づくディスクロージャーの開示項目一覧

1. 金庫の概況及び組織に関する次に掲げる事項
（1） 事業の組織.....................................................................................35
（2） 理事及び監事の氏名及び役職名..................................................35
（3） 会計監査人の氏名又は名称..........................................................35
（4） 事務所の名称及び所在地...................................................... 33、34

2. 金庫の主要な事業の内容 ............................................................18～22

3. 金庫の主要な事業に関する事項として次に掲げるもの
（1） 直近の事業年度における事業の概況 ..................................13～17
（2） 直近の5事業年度における主要な事業の状況を示す指標...........43

①経常収益　②経常利益又は経常損失
③当期純利益又は当期純損失　④出資総額及び出資総口数
⑤純資産額　⑥総資産額　⑦預金積金残高
⑧貸出金残高　⑨有価証券残高　⑩単体自己資本比率
⑪出資に対する配当金　⑫職員数

（3） 直近の2事業年度における事業の状況
①主要な業務の状況を示す指標
　ア. 業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、

コア業務純益及びコア業務純益（投資信託解約損益を除く。）....43
　イ. 資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支 .......43
　ウ. 資金運用勘定並びに資金調達勘定の

平均残高、利息、利回り及び資金利ざや.............................44
　エ. 受取利息及び支払利息の増減............................................44
　オ. 総資産経常利益率 ...............................................................44
　カ. 総資産当期純利益率............................................................44
②預金に関する指標
　ア. 流動性預金、定期性預金、譲渡性預金

その他の預金の平均残高.....................................................45
　イ. 固定金利定期預金、変動金利定期預金及び

その他の区分ごとの定期預金の残高..................................45
③貸出金等に関する指標
　ア. 手形貸付、証書貸付、当座貸越及び

割引手形の平均残高............................................................45
　イ. 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高..........45
　ウ. 担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額.............45
　エ. 使途別の貸出金残高............................................................46
　オ. 業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合......46
　カ. 預貸率の期末値及び期中平均値........................................46
④有価証券に関する指標
　ア. 商品有価証券の種類別の平均残高 ....................................47
　イ. 有価証券の種類別の残存期間別の残高.............................47
　ウ. 有価証券の種類別の平均残高............................................47
　エ. 預証率の期末値及び期中平均値........................................47

4. 金庫の事業の運営に関する次に掲げる事項
（1） リスク管理の体制...........................................................................30
（2） 法令遵守の体制 .............................................................................31
（3） 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況..... 7～10
（4） 指定紛争解決機関が存在しない場合、当該金庫の銀行法第12条の3

第1項第2号に定める苦情処理措置及び紛争解決措置の内容..................21

5. 金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する次に掲げる事項
（1） 貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は

損失金処理計算書................................................................. 37、38
（2） 金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び

①から④までに掲げるものの合計額
①破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ....................................17
②危険債権.....................................................................................17
③三月以上延滞債権（貸出金のみ）..............................................17
④貸出条件緩和債権（貸出金のみ）..............................................17
⑤正常債権.....................................................................................17

（3） 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
①自己資本の構成に関する開示事項...........................................59
②定性的な開示事項.............................................................56～58
③定量的な開示事項.............................................................60～64

（4） 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
①有価証券.....................................................................................48
②金銭の信託.................................................................................49
③信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引
　ア. 市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ

取引のうち有価証券関連デリバティブ取引に該当
するもの以外のもの............................................. 該当ありません

　イ. 信用金庫法第53条第3項13号に規定する
金融等デリバティブ取引................................. 該当ありません

　ウ. 先物外国為替取引 ...............................................................49
　エ. 有価証券関連デリバティブ取引 ...................... 該当ありません
　オ. 金融商品取引法第2条第21項第1号に掲げる取引

又は外国金融商品市場における同号に掲げる取引
と類似の取引 ...................................................... 該当ありません

（5） 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 ..................................44
（6） 貸出金償却の額 .............................................................................45
（7） 会計監査人の監査を受けている文言............................................42
6. 報酬等....................................................................................................50

1. 金庫及びその子会社等の概況に関する次に掲げる事項
（1） 金庫及びその子会社等の主要な事業の内容及び

組織の構成.....................................................................................51
（2） 金庫の子会社等に関する次に掲げる事項

①名称.............................................................................................51
②主たる営業所又は事務所の所在地...........................................51
③資本金又は出資金......................................................................51
④事業の内容.................................................................................51
⑤設立年月日.................................................................................51
⑥金庫が保有する子会社等の議決権の総株主又は総出
資者の議決権に占める割合.......................................................51
⑦金庫の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該
一の子会社等の議決権の総株主又は総出資者の議決
権に占める割合..........................................................................51

2. 金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項として次に掲げるもの
（1） 直近の事業年度における事業の概況 ...........................................51
（2） 直近の5連結会計年度（連結財務諸表の作成に係る期間をいう。以下

同じ。）における主要な事業の状況を示す指標として次に掲げる事項
①経常収益.....................................................................................52
②経常利益又は経常損失..............................................................52
③親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失..................................................................52
④純資産額.....................................................................................52
⑤総資産額.....................................................................................52
⑥連結自己資本比率 .....................................................................52

3. 金庫及びその子会社等の直近の2連結会計年度における財産の
状況に関する次に掲げる事項
（1） 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金計算書.... 51、52
（2） 金庫及びその子会社等の有する債権のうち次に掲げる

ものの額及び①から④までに掲げるものの合計額
①破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ....................................52
②危険債権.....................................................................................52
③三月以上延滞債権（貸出金のみ）..............................................52
④貸出条件緩和債権（貸出金のみ）..............................................52
⑤正常債権.....................................................................................52

（3） 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
①自己資本の構成に関する開示事項...........................................65
②定性的な開示事項.............................................................56～58
③定量的な開示事項.............................................................66～68

（4） 金庫及びその子法人等が2以上の異なる種類の事業を営
んでいる場合の事業の種類ごとの区分に従い、当該区分
に属する経常収益の額、経常利益又は経常損失の額及び
資産の額として算出したもの.........................................................52

4. 報酬等....................................................................................................50
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